
課程博士・論文博士共通 

博 士 学 位 論 文 要 約 

 

 

論 文 題 目： 日本の介護サービス組織における連携と組織の有効性 

氏 名： 大平 剛士 

 

要   約： 

本研究の目的は、日本の介護サービス組織における連携が組織の有効性、特に介護職の

職務満足や職場継続意思、また介護サービス組織のケアの質の管理や効率性に与える影響

を探索し、組織構造が連携や有効性に与える影響、および組織連携と有効性の関係に対す

る組織構造の調整効果を検証することである。 

第 1 章では、本研究の目的や意義、研究課題、本論文の構成を紹介した。本研究の研究

課題として、（1）日本の介護サービス組織における連携は組織の有効性を高めるのか 、（2）

日本の介護職や介護サービス組織の組織内連携は組織間連携よりも内部志向の有効性を高

めるか、（3）日本の介護職や介護サービス組織の組織間連携は組織内連携よりも外部志向

の有効性を高めるのか、（4）日本の介護サービス組織における施設と訪問介護の組織構造

の違いは連携および有効性にどのような影響を与えるのか、（5）日本の介護サービス組織

における施設と訪問介護の組織構造の違いは連携と有効性の関係を調整するのかの 5 つを

設定した。 

第 2 章では、問題意識として、日本の介護分野で起きている介護費用の増大の問題や介

護事故や高齢者虐待の問題、介護職の離職の問題を取り上げた。そして、それらの問題の

解決に寄与する介護サービス組織における連携に注目し、それらの連携が介護職の職務満

足や職場継続意思および介護サービス組織のケアの質の管理や効率性に与える効果や、施

設や訪問介護の組織構造が連携や有効性に対して与える影響や、連携と有効性の関係に対

する組織構造の調整効果を検証する必要性を論じた。 

第 3 章では、経営学や医療・介護・福祉分野の研究および日本の介護サービス組織にお

ける連携に関する先行研究をレビューした。次に、組織連携の効果と弊害、および本研究

で取り上げる介護職の職務満足や職場継続意思および介護サービス組織のケアの質の管理

や効率性と組織の有効性に関する先行研究を概観した。そして、介護サービス組織の組織

構造に関する経営学や医療・介護・福祉分野の先行研究を確認した。文献渉猟の結果、先

行研究の限界として、（1）組織連携は個人間、集団間、組織間に分けられて議論されてお

り、さらに組織内部や組織間で起こる連携の現象が統合的に把握されていないこと、（2）

介護サービス組織における連携、また組織内および組織間の連携が、介護職の職務満足や

職場継続意思および介護サービス組織のケアの質の管理や効率性にどのような影響を与え

るかは十分に検証されていないこと、（3）施設や訪問介護の組織構造が連携や有効性に与

える影響や、連携と有効性の関係に対する組織構造の調整効果が検証されていないことの

3 点を挙げた。続いて研究課題を検証するために、介護サービス組織における連携と組織

の有効性、組織構造の 3 つの概念間の関係性を予測する理論として、「資源保存理論」と
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「価値競合フレームワーク」の要点を整理した。そして、それらに基づいて仮説モデルを

構築し、（1）介護職の連携と職務満足や職場継続意思との関係に関する検証、（2）介護サ

ービス組織の連携とケアの質の管理の関係に関する検証、（3）介護サービス組織の連携と

効率性の関係に関する検証の 3つの分析ごとに仮説を提示した。 

第 4章では、各分析で用いるデータ、変数および分析方法について述べた。分析 1では、

財団法人介護労働安定センターが実施した「平成 20年度介護労働実態調査」の労働者調査

を用いた。本研究の分析対象は分析で使用した各変数に欠損値がなかった 10,978人の介護

職である。主な分析方法として、t検定、最小二乗法（OLS）による階層的重回帰分析およ

びロジスティック回帰分析を使用した。分析 2 では、同調査の事業所調査を用いた。本研

究では用いた全ての変数に欠損値がない 3,847 事業所をサンプルとして使用した。主な分

析方法として、t 検定と最小二乗法（OLS）による階層的重回帰分析を用いた。分析 3 で

は、同調査の事業所調査を用いた。効率性の測定方法の特性から、通所介護（n＝708）、認

知症対応型共同生活介護（n＝260）、介護老人福祉施設（n＝523）、介護老人保健施設（n

＝204）の 4つの施設介護サービス組織と、訪問介護（n＝848）、訪問入浴介護（n＝38）、

訪問看護（n＝55）、居宅介護支援（n＝87）の 4つの訪問介護サービス組織に分けて、8つ

の介護サービス組織を分析対象とした。分析方法として、第 1 段階で DEA によって効率

値を測定し、第 2段階でトービット回帰分析を用いた。 

第 5章では、データ分析の結果を報告し考察を行った。 

第 6 章では、以下の通り、検証結果を要約した。第 1 の研究課題については、組織連携

は一部の効率性を除いて組織の有効性を高めることが明らかになった。介護職の連携は職

務満足や職場継続意思を高め、介護サービス組織の連携はケアの質の管理を促進すること

が確認できた。また、組織間連携が効率性を高めることや、組織連携がケアの質の管理が

含まれた効率性を高める傾向が見られたが、介護老人保健施設、訪問看護および居宅介護

支援では組織連携が効率性に与える効果は見られなかった。第 2 の研究課題については、

介護職や介護サービス組織の組織内連携は内部志向の組織の有効性を高めるが、その影響

は組織間連携と比較しても大差がないことがわかった。介護職の職務満足に対しては、組

織内連携は組織間連携よりも影響が大きかったが、その他の内部志向の組織の有効性に対

しては、組織内および組織間連携が持つ影響の大きさに差は見られなかった。第 3 の研究

課題については、介護職や介護サービス組織の組織間連携は外部志向の組織の有効性を高

めるが、その影響は組織内連携とほぼ同等であることが確認された。介護サービス組織の

CVFのマーケットに関連するケアの質の管理に対しては、組織間連携は組織内連携よりも

影響が大きかったが、その他の外部志向の組織の有効性に対しては、組織内および組織間

連携が持つ影響の大きさに差は見られなかった。第 4 の研究課題については、介護サービ

ス組織における連携に対しては組織構造の影響があることが確認できたが、それらの結果

は予測と異なり、医療機関との連携の水準のみ施設介護職の方が高く、それ以外の全ての

連携の水準は訪問介護職の方が高いこと、また医療機関・医師との連携の水準のみ施設介

護サービス組織の方が高く、組織内連携や居宅介護支援事業所・ケアマネジャーや他介護

事業所・施設等との連携は訪問介護サービス組織の方が高いことがわかった。また、介護

サービス組織の有効性に対しては、組織構造の影響が存在することがわかった。ただし、
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予測とは逆に、職務満足や職場継続意思の水準は訪問介護職の方が施設介護職よりも高く、

全体的なケアの質の管理や、アドホクラシー以外のクランやヒエラルキー、マーケットに

関連するケアの質の管理の水準は施設介護サービス組織の方が訪問介護サービス組織より

も高いことが確認された。第 5 の研究課題については、訪問介護職の組織内連携が施設介

護職と比べて介護職の職場継続意思に与える影響が大きいこと以外は、連携と有効性の関

係に対する組織構造の調整効果は確認できなかった。 

最後に、理論的および実践的インプリケーションを提示し、本研究の限界と今後の課題

について述べた。 


